
Ⅰ 調査結果の総括

１ 県内中小企業の経営動向

総 括

県内中小企業の経営状況は、一段と悪化している。

今後についても、厳しい状況が続くと予想される。

２ 県内中小企業の経営者からみた経営動向

（１）アンケート調査結果から

○経営者の景況感／景況感ＤＩは▲９１.３で、前期比２.６ポイント低下。８期連続で悪化。

○今後の景気見通し／「どちらともいえない」が増加し、「悪い方向に向かう」が減少した。

○売 上 げＤＩ／５期連続で悪化したが、来期はマイナス幅が縮小する見通し。

○資金繰りＤＩ／５期連続で悪化したが、来期はマイナス幅が縮小する見通し。

○採 算ＤＩ／７期連続で悪化したが、来期はマイナス幅が縮小する見通し。

○設備投資／実施率は３期連続で低下し、来期も引き続き低下する見通し。

（２）ヒアリング調査結果から

○経営者の景況感

【 製 造 業 】 悪化が続いている

【 小 売 業 】 悪化しつつある

【情報ｻｰﾋﾞｽ業】 おおむね横ばいで推移している

【 建 設 業 】 悪化が続いている

【 運 輸 業 】 悪化が続いている

３ 特別調査事項 「最近の雇用動向について」

特別調査事項として、最近の雇用動向について、県内中小企業に聞いたところ、次のような結果となった。

○ 平成２１年４月に新規学卒者を採用する県内中小企業は、前年より５.３ポイント減少し１１.４％で、

平成１３年以降最も低い数値となった。

○ 採用する理由は、「年齢構成の適正化」（４３.４％）が最も多い。

一方、採用しない理由は、「現状の雇用者数が適正・過剰」（４５.８％）が最も多く、

次いで「業務量の減少・事業の縮小」（４１.３％）となっている。
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○ 昨年９月以降の景気悪化により、「所定勤務日数・時間の削減」など、従業員への影響があった企業は、

製造業が６９.８％、非製造業が４８.０％と２０ポイント以上の差がみられた。

また、今後においても、製造業で７４.０％、非製造業で５２.２％の企業が従業員への影響があると

答えている。

Ⅱ 調査要領

１ 調査の対象

県内中小企業

２ 調査の方法

（１）書面及びインターネットによるアンケート調査 （２）業界団体及び個別企業への訪

問ヒアリング

３ 調査対象期間

平成２１年１～３月（調査時期：平成２１年３月）

４ 調査対象業種及び回答数

① アンケート調査・・・ 景況感など、特別調査事項

・ 製 造 業： ９６０企業中、回答数 ６９５（回答率７２.４％）

・ 非製造業：１,２４０企業中、回答数 ８２２（回答率６６.３％）

計 ：２,２００企業中、回答数１,５１７（回答率６９.０％）

※製造業（１２業種）：食料品、衣服・その他の繊維製品、家具・装備品、パルプ・紙・紙加工品、印刷業、

プラスチック製品、鉄鋼業・非鉄金属、金属製品、一般機械器具、電気機械器具、

輸送用機械器具、精密機械器具

※非製造業（７業種）：建設業、卸売・小売業、飲食店、情報サービス業、運輸業、不動産業、サービス業

②ヒアリング調査

・ 製 造 業 ：２１企業・組合

・ 小 売 業 ： ９企業・商店街

・ 情報サービス業： ３企業

・ 建 設 業 ： ３企業

・ 運 輸 業 ： ３企業

計 ：３９企業等

５ 実施機関

埼玉県産業労働部産業労働政策課及び埼玉県企画財政部地域振興センター

Ⅲ 調査結果概要

１ アンケート調査結果の概況



１ 経営者の景況感と今後の景気見通し

景況感ＤＩは▲９１.３で８期連続悪化。来期も厳しい状況が続く見通し。

業種別にみると、製造業は１０期連続で、非製造業は８期連続で悪化した。

〈 景況感ＤＩ： 前 期 → 当 期 （前年同期 ）〉

・全 体：▲８８.７ → ▲９１.３（▲６５.４）

・製 造 業：▲８９.８ → ▲９２.５（▲６０.１）

・非製造業：▲８７.８ → ▲９０.２（▲６９.６）

〈「良い方向に向かう」と回答した企業割合：前期→当期〉

・全 体：１.３％ → １.８％

・製 造 業：１.３％ → ２.６％

・非製造業：１.３％ → １.１％

〈「悪い方向に向かう」と回答した企業割合：前期→当期〉

・全 体：７６.５％ → ６５.３％

・製 造 業：７６.７％ → ６２.２％

・非製造業：７６.３％ → ６７.９％

２ 売上げについて

売上げＤＩは▲６９.８で５期連続悪化。来期はマイナス幅が縮小する見通し。

業種別にみると、製造業、非製造業ともに５期連続で悪化した。

来期については、製造業、非製造業ともに、当期の売上げＤＩを上回る見通しである。

〈売上げＤＩ： 前 期 → 当 期 （前年同期 ）→ 来 期 〉

・全 体：▲４８.２ → ▲６９.８（▲３１.９）→ ▲４８.２

・製 造 業：▲５１.６ → ▲７６.６（▲２８.６）→ ▲４７.２

・非製造業：▲４５.５ → ▲６４.０（▲３４.５）→ ▲４９.１

３ 資金繰りについて

資金繰りＤＩは▲５９.５で５期連続悪化。来期はマイナス幅が縮小する見通し。

業種別にみると、製造業は５期連続、非製造業は７期連続で悪化した。

来期については、製造業、非製造業ともに、当期の資金繰りＤＩを上回る見通しである。

〈資金繰りＤＩ： 前 期 → 当 期 （前年同期 ）→ 来 期 〉

・全 体 ：▲５１.２ → ▲５９.５（▲３０.５）→ ▲５１.６

・製 造 業 ：▲５２.５ → ▲６５.２（▲２９.５）→ ▲５１.５

・非製造業 ：▲５０.２ → ▲５４.６（▲３１.４）→ ▲５１.８

４ 採算について



採算ＤＩは▲７１.４で７期連続悪化。来期はマイナス幅が縮小する見通し。

業種別にみると、製造業は５期連続、非製造業は７期連続で悪化した。

来期については、製造業、非製造業ともに、当期の採算ＤＩを上回る見通しである。

〈採 算 ＤＩ： 前 期 → 当 期 （前年同期 ）→ 来 期 〉

・全 体：▲６３.６ → ▲７１.４（▲４５.０）→ ▲５７.４

・製 造 業：▲６６.２ → ▲７７.５（▲４４.４）→ ▲５４.３

・非製造業：▲６１.５ → ▲６６.３（▲４５.４）→ ▲５９.９

５ 設備投資の動向について

実施率は１２.９％で３期連続低下。来期も引き続き低下する見通し。

業種別にみると、製造業は３期連続、非製造業は２期ぶりに低下した。

来期については、製造業は当期の実施率を下回るが、非製造業はほぼ横ばいで推移する見通しである。

〈設備投資実施率： 前 期 → 当 期 （前年同期 ）→ 来 期 〉

・全 体 ：１７.０％ → １２.９％（２０.１％）→ １１.１％

・製 造 業 ：１９.３％ → １５.４％（２５.１％）→ １１.７％

・非製造業 ：１５.１％ → １０.８％（１６.１％）→ １０.５％

２ ヒアリング調査結果の概況

１ 景況感

（１）製造業 悪化が続いている

（２）小売業 悪化しつつある

（３）情報サービス業 おおむね横ばいで推移している

（４）建設業 悪化が続いている

（５）運輸業 悪化が続いている

２ 企業の声

「受注量が激減したため、操業日は火・水・木の３日だけにしている」（輸送用機械）

「売上げの減り方は、バブル崩壊時よりも激しい」（金属製品）

「仕事が減少しており、努力で何とかなる状況ではない」（プラスチック製品）

「売上げは前年と比較すると、約半分になってしまった」（電気機械）

「各種セールなどの特売以外では商品を購入しなくなっている」（スーパー）

「全く先が見えないが、上向くまでには１年はかかるだろう」（一般機械）

「今後一層、消費者の購買意欲は落ち込んで来る可能性が高い」（百貨店）



３ 特別調査事項結果の概況 「最近の雇用動向について」

１ 新規学卒者の採用予定（平成２１年４月の正社員採用）について

（１）新規学卒者の採用予定

「採用予定あり」 １１.４％ 「採用予定なし」 ８８.６％

（２）前年と比べた採用人数（採用予定ありの企業）

「増えた」 ３４.４％ 「変わらない」 ４１.３％ 「減った」 ２４.４％

（３）採用する理由（複数回答）

「年齢構成の適正化」 ４３.４％ 「定年退職者等の補充」 ２７.６％

「特定部門の強化」 ２３.７％ 「業務量の増加・事業の拡大」 １７.８％

「その他」 ６.６％

（４）採用しない理由（複数回答）

「現状の雇用者数が適正・過剰」 ４５.８％ 「業務量の減少・事業の縮小」 ４１.３％

「中途採用（即戦力）で対応」 １５.３％ 「非正社員（パート・派遣等）で対応」 １２.０％

「定年退職者の再雇用で対応」 ９.０％ 「その他」 ４.２％

２ 昨年９月以降の景気悪化による、従業員への影響について（複数回答）

現 在 今 後

製造業 非製造業 製造業 非製造業

「所定勤務日数・時間の削減」 ３３.７％ ９.２％ ３５.１％ １０.６％

「休日・時間外勤務の削減」 ３０.３％ ９.６％ ３０.３％ １３.５％

「退職者の補充をせず」 ２０.２％ １５.４％ ２５.１％ １７.８％

「基本給・時給の削減」 １４.２％ １１.８％ １９.４％ １５.７％

「正社員の削減」 ７.０％ ５.８％ ７.８％ ５.７％

「非正社員の削減」 １７.３％ ５.８％ ９.５％ ３.５％

「その他」 ２.０％ ２.５％ １.６％ ３.２％

「特になし」 ３０.２％ ５２.０％ ２６.０％ ４７.８％

影響があった（ある）企業の割合 ６９.８％ ４８.０％ ７４.０％ ５２.２％



[ このページに関するお問い合わせ先 ]
産業労働部産業労働政策課 長期戦略・企画調査担当 Tel:048-830-3723 Fax:048-830-4818 E-
mail:a3710@pref.saitama.lg.jp


